


平成２１年度当初 福井県における 事業計画総括表
（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係

道路関係

公園関係

港湾関係
（港湾海岸事業を含む。）

2,573,308 931,189

空港関係

合計 2,573,308 931,189

※端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



（様式１）

平成２１年度当初　敦賀港（港湾管理者：福井県）における事業計画　（港湾関係）

港湾事業費：敦賀港改修費 （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事
費

事　業
車両費

港湾事業費 ［ 81,454］ ［ 81,454］

敦賀港改修費 鞠山北地区

〈 20,000〉 〈 20,000〉 〈 20,000〉 〈 9,000〉

防波堤 L=1,330m 246 1,299,546 1,136,283 1,063,205 57,138 4,500 6,340 0 5,100 163,263 584,796 平成26年完了予定

〈 △ 550〉

未開発補正 △ 35,737

［ 81,454］ ［ 81,454］

〈 20,000〉 〈 20,000〉 〈 20,000〉 〈 8,450〉

計 1,299,546 1,136,283 1,063,205 57,138 4,500 6,340 0 5,100 163,263 549,059

〈　　　〉書きは平成２０年度国債の平成２１年度支出分で内数

［　　　］書きは国費１０割諸費（業務取扱費）で外数

基礎工（先行）　96m、
基礎工（据付）　60m、
本体工（製作）　2函、
本体工（据付）　2函、
上部工　60m、根固工　60m、
漁業補償　1式

港名 施設名 事業規模
全体
事業費
（億円）

平成２１年度当初

地　方
負担額 平成２１年度事業内容 備考

負担基本額

工事費
関  係

業　務
取扱費



（様式２）
平成２１年度当初　敦賀港（港湾管理者：福井県）における業務取扱費の具体的内容（港湾関係）

車両費 (単位:千円)
負担基本額地方負担額

3,686 1,558
注）車両の補修等には点検、自賠責等を含みます。

広報費 (単位:千円)
負担基本額地方負担額

敦賀港の事業に関する情報発信

・敦賀港の事業に関する周知（ホームページ）等 1,160 490

敦賀港の事業パンフレット等の資料作成

・敦賀港の事業に関するパンフレット作成等 840 355

敦賀港の事業説明会等の会場経費

・敦賀港の事業説明会の開催等 620 262

その他

・現場見学会の開催等 384 162

3,004 1,269

支弁内容

広報費合計

車両の補修等(点検、自賠責含みます。)　１台
　　敦賀港湾事務所車両の補修等　１台　（２台のうち）

626 265
車両費合計

支弁内容

車両(交換)購入合計１台
　　敦賀港湾事務所車両(交換)購入　１台　（１台のうち）

3,060 1,293



（様式３）
平成２１年度当初　敦賀港（港湾管理者：福井県）における業務取扱費の具体的内容（港湾関係）

組織名 部名
港湾空港関係
全体職員数

管理職 補佐等 係長等 係員等 計

国土技術政策総合研究所 14 0.019 0 0.057 0.012 0.088

北陸地方整備局 港湾空港部 20 0.066 0.46 0.657 0.131 1.314

新潟港湾空港技術調査事務所 22 0.395 0.066 0.789 0.197 1.447

敦賀港湾事務所 24 4.308 1.077 5.385 2.154 12.924

4.788 1.603 6.888 2.494 15.773

※１．平成２１年４月１日現在員です。

職階別職員数

計

※２．複数の地方公共団体（管理者）に業務が跨っている組織については、人件費を関係各地方公共団体（管理
者）で按分して負担をお願いしているため、表中の人数は、当該組織の実際の職員数を関係地方公共団体（管
理者）で按分した人数を記載しています。なお、「港湾空港関係全体職員数」は各組織の按分前の直轄港湾空港
関係にかかる全体職員数を記載しています。



（様式４）

（単位：千円）

本局名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

地方整備局等が

共同で取得
※1

国土交通省電子
入札システム用
機器

ハードウェア及びソフト
ウェアからなる機器群

193 82

（単位：千円）

事務所名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

該当なし

　なお、国土交通省電子入札システム用機器の按分前の取得予定額は416,270千円です。

注）　負担基本額は、複数の地方公共団体（管理者）に跨っている場合は、関係地方公共団体
（管理者）で按分した額を記載しています。

※１　国土交通省電子入札システム用機器は、入札手続きを電子的に行うために必要となる
ハードウェア及びソフトウェアからなる機器群を地方整備局等が共同で取得するものです。

平成２１年度当初　敦賀港（港湾管理者：福井県）における業務取扱費の具体的内容（港湾関係）

庁費等による５０万円以上の備品取得予定



（様式５）
平成２１年度当初　敦賀港（港湾管理者：福井県）における業務取扱費の具体的内容（港湾関係）

控除すべき収入等の内訳 （単位：千円）

事業種別・箇所 収入等の額 積算内訳

該当なし

収入等の内容



（様式１）

平成２１年度当初　福井港海岸（海岸管理者：福井県）における事業計画　（海岸関係）
海岸事業費：福井港海岸 （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事
費

営繕宿舎
費

海岸事業費 ［ 26,238］ ［ 1,773］ ［ 1,773］ ［ 24,465］

福井港海岸 福井地区

〈 353,000〉 〈 353,000〉 〈 353,000〉 〈 117,667〉

( 120,000) ( 120,000) ( 120,000) ( 40,000)

離岸堤（潜堤） L=2,140m 162 1,176,578 1,047,424 995,990 24,414 0 27,020 0 0 129,154 392,193 基礎工　254m、被覆工　210m 平成30年完了予定

護岸（改良） L=2,600m 17 97,184 86,421 28,580 27,604 0 30,237 0 0 10,763 32,395 地盤改良工　1式 平成30年完了予定

〈 △ 11,766〉

( △ 4,000)

未開発補正 △ 42,458

［ 26,238］ ［ 1,773］ ［ 1,773］ ［ 24,465］

〈 353,000〉 〈 353,000〉 〈 353,000〉 〈 105,901〉

( 120,000) ( 120,000) ( 120,000) ( 36,000)

1,273,762 1,133,845 1,024,570 52,018 0 57,257 0 0 139,917 382,130

〈　　　〉書きは平成２０年度国債の平成２１年度支出分で内数

（　　　）書きは平成２１年度国債の平成２１年度支出分で内数

［　　　］書きは国費１０割諸費（工事諸費）で外数

備考
負担基本額

工事費
関  係

工事諸費
関　係

平成２１年度当初

地　方
負担額

平成２１年度事業内容港名 施設名 事　業　規　模
全体事業

費
（億円）



（様式２）
平成２１年度当初　福井港海岸（海岸管理者：福井県）における工事諸費の具体的内容（海岸関係）

車両費 (単位:千円)
負担基本額地方負担額

580 174
注）車両の補修等には点検、自賠責等を含みます。

広報費 (単位:千円)
負担基本額地方負担額

福井港海岸の事業に関する情報発信

・福井港海岸の事業に関する周知（ホームページ）等 1,790 537

福井港海岸の事業パンフレット等の資料作成

・福井港海岸の事業に関するパンフレット作成等 1,330 399

3,120 936広報費合計

車両の補修等(点検、自賠責含みます。)　１台
　　敦賀港湾事務所車両の補修等　　１台　(２台のうち)

車両費合計

支弁内容

支弁内容

580 174



（様式３）
平成２１年度当初　福井港海岸（海岸管理者：福井県）における工事諸費の具体的内容（海岸関係）

組織名 部名
港湾空港関係
全体職員数

管理職 補佐等 係長等 係員等 計

国土技術政策総合研究所 14 0.016 0 0.049 0.011 0.076

北陸地方整備局 港湾空港部 20 0.056 0.394 0.563 0.113 1.126

新潟港湾空港技術調査事務所 22 0.338 0.056 0.676 0.169 1.239

敦賀港湾事務所 24 3.692 0.923 4.615 1.846 11.076

4.102 1.373 5.903 2.139 13.517

※１．平成２１年４月１日現在員です。

職階別職員数

計

※２．複数の地方公共団体（管理者）に業務が跨っている組織については、人件費を関係各地方公共団体（管理
者）で按分して負担をお願いしているため、表中の人数は、当該組織の実際の職員数を関係地方公共団体（管
理者）で按分した人数を記載しています。なお、「港湾空港関係全体職員数」は各組織の按分前の直轄港湾空港
関係にかかる全体職員数を記載しています。



（様式４）

（単位：千円）

本局名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

地方整備局等が

共同で取得
※1

国土交通省電子
入札システム用
機器

ハードウェア及びソフト
ウェアからなる機器群

165 50

（単位：千円）

事務所名 備品名 主な仕様 負担基本額 負担額

該当なし

　なお、国土交通省電子入札システム用機器の按分前の取得予定額は416,270千円です。

注）　負担基本額は、複数の地方公共団体（管理者）に跨っている場合は、関係地方公共団体
（管理者）で按分した額を記載しています。

※１　国土交通省電子入札システム用機器は、入札手続きを電子的に行うために必要となる
ハードウェア及びソフトウェアからなる機器群を地方整備局等が共同で取得するものです。

平成２１年度当初　福井港海岸（海岸管理者：福井県）における工事諸費の具体的内容（海岸関係）

庁費等による５０万円以上の備品取得予定



（様式５）
平成２１年度当初　福井港海岸（海岸管理者：福井県）における工事諸費の具体的内容（海岸関係）

控除すべき収入等の内訳 （単位：千円）

事業種別・箇所 収入等の額 積算内訳

該当なし

収入等の内容


